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令和４年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率審査意見 

第１ 審査の対象 

令和４年度決算に基づく健全化判断比率（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債

費比率、将来負担比率）及び資金不足比率並びにそれらの算定の基礎となる事項を記載し

た書類 

【参考】健全化判断比率及び資金不足比率の対象となる会計 
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※資金不足比率は、会計ごとに算定する。 
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第２ 審査の着眼点と実施内容 

審査に当たっては糸島市監査基準に準拠し、健全化判断比率及び資金不足比率は、地方

公共団体の財政の健全化に関する法律その他関係法令に基づいて算定され、かつ、その算

定の基礎となる事項を記載した書類は、適正に作成されているか、合規性及び正確性を着

眼点とし、確認、照合、関係職員への質問等の実施により審査した。 

第３ 審査の実施場所及び期間 

１ 実施場所 

監査室 

２ 実施期間 

令和５年７月２５日から令和５年８月４日まで 

第４ 審査の結果 

審査に付された健全化判断比率及び資金不足比率は、地方公共団体の財政の健全化に

関する法律その他関係法令に基づいて算定され、かつ、その算定の基礎となる事項を記載

した書類は、法令に適合し、かつ、正確であるものと認められた。 

第５ 健全化判断比率等の状況 

１ 健全化判断比率 

本市の令和４年度決算に基づく健全化判断比率の状況は、次のとおりである。 

実質赤字比率及び連結実質赤字比率については、実質赤字及び連結実質赤字を生じ

ていないため比率がない。実質公債費比率は 6.2％、将来負担比率は発生しない。 

全ての比率で、早期健全化基準を下回っている。 

（単位：％） 

区分 令和４年度 令和３年度 令和２年度 
早期健全化 

基準 

財政再生 

基準 

実質赤字比率 ― ― ―  12.34 20.00 

連結実質赤字比率 ― ― ―  17.34 30.00 

実質公債費比率  6.2  6.6  6.7  25.00 35.00 

将来負担比率 ― ― ― 350.00  

※実質赤字・連結実質赤字は生じておらず比率は算定されないため、「―」と表記した。 

※将来負担比率は発生しないため、「―」と表記した。 
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【参考】健全化判断比率の概要 

(1) 実質赤字比率 

一般会計等（本市において対象となる会計は、一般会計及び住宅新築資金等貸付事業特別

会計である。以下同じ。）を対象とした実質赤字の標準財政規模（臨時財政対策債発行可能額

を含む。）に対する比率である。福祉、教育、まちづくりなど一般会計等の赤字の程度を指標

化し、財政運営の悪化の度合いを示している。 

〈算出式〉        

実質赤字比率 ＝ 
一般会計等の実質赤字額   

標準財政規模   
        

(2) 連結実質赤字比率 

公営事業を含めた全会計（本市において対象となる会計は、財産区特別会計を除いた８の

会計である。）を対象とした実質赤字及び資金不足の標準財政規模に対する比率である。全

ての会計の赤字や黒字を合算し、市全体としての赤字の程度を指標化し、財政運営の悪化の

度合いを示している。 

〈算出式〉        

連結実質赤字比率 ＝ 
連結実質赤字額   

標準財政規模   
        

(3) 実質公債費比率 

一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率である。

借入金(地方債)の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示して

いる。なお、比率は単年度ごとに算定し、当該年度の前３か年の平均値を使用する。 

〈算出式〉        

実質公債費比率 ＝ 

(地方債の元利償還金＋準元利償還金)－(特定財源＋元利償

還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額) 
 

標準財政規模 

－(元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 
 

        

(4) 将来負担比率 

公社に係るものを含め、一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対す

る比率である。一般会計等の借入金(地方債)や将来支払っていく可能性のある負担等につい

て現時点での残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合いを示している。 

〈算出式〉        

将来負担比率 ＝ 

将来負担額－(充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現

在高等に係る基準財政需要額算入見込額） 
 

標準財政規模 

－(元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 
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(1) 実質赤字比率 

令和４年度決算における一般会計等の実質収支額は黒字であり、実質赤字比率はな

い。 

なお、実質黒字の程度（比率として算定される値）は、次のとおりである。 

（単位：％） 

区分 令和４年度 令和３年度 対前年増減値 

比率 Ａ/Ｂ △8.15 △6.48 △1.67㌽ 

※実質黒字であるため、比率の算定値は「△」と負の値で表記した。 

ア 会計別の実質収支 

各会計の実質収支額は、次のとおりである。実質収支額の合計は 1,762,953 千円

で、前年度と比較して 346,765 千円増加している。 

（単位：千円・％） 

区分 令和４年度 令和３年度 増減額 増減率 

一般会計等 
一般会計 1,761,497 1,408,095 353,402 25.1 

住宅新築資金等貸付事業特別会計 1,456 8,093 △6,637 △82.0 

合計（実質収支額 Ａ） 1,762,953 1,416,188 346,765 24.5 

イ 標準財政規模 

標準財政規模の内訳は、次のとおりである。前年度と比較して 234,778 千円減少

し、規模は縮小している。これは、臨時財政対策債発行可能額の減によるものである。 

（単位：千円・％） 

区分 令和４年度 令和３年度 増減額 増減率 

標準税収入額等 13,227,363 12,497,081 730,282 5.8 

普通交付税額 7,997,521 8,027,949 △30,428 △0.4 

臨時財政対策債発行可能額 384,167 1,318,799 △934,632 △70.9 

合計（標準財政規模 Ｂ） 21,609,051 21,843,829 △234,778 △1.1 

 

【参考】標準財政規模について 

標準財政規模とは、地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般

財源の規模を示すものである。標準税収入額等に普通交付税を加算した額で、臨時財政対

策債の発行可能額も算入される。 

すなわち、市が通常水準の行政サービスを提供する上で必要とされる一般財源の目安と

なる数値で、市税や地方交付税など市の裁量により使用することができる金額を表してい

る。 
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(2) 連結実質赤字比率 

令和４年度決算における連結実質収支額は黒字であり、連結実質赤字比率はない。な

お、連結実質黒字の程度（比率として算定される値）は、次のとおりである。 

（単位：％） 

区分 令和４年度 令和３年度 対前年増減値 

比率 (Ａ＋Ｂ)/Ｃ △31.44 △28.67 △2.77㌽ 

※実質連結黒字であるため、比率の算定値は「△」と負の値で表記した。 

ア 会計別の実質収支額・資金剰余額 

各会計の実質収支額・資金剰余額の状況は、次のとおりである。 

（単位：千円・％） 

会計名 
実質収支額 

令和４年度 令和３年度 増減額 増減率 

一般会計等 
一般会計 1,761,497 1,408,095 353,402 25.1 

住宅新築資金等貸付事業 

特別会計 
1,456 8,093 △6,637 △82.0 

一般会計等以
外の特別会計
のうち、公営企

業に係る特別
会計以外の特
別会計 

国民健康保険事業 

特別会計 
52,351 140,947 △88,596 △62.9 

介護保険事業特別会計 742,523 598,123 144,400 24.1 

後期高齢者医療特別会計 37,546 36,874 672 1.8 

小計 Ａ 2,595,373 2,192,132 403,241 18.4 

 

会計名 
資金剰余額 

令和４年度 令和３年度 増減額 増減率 

法適用企業 
水道事業会計 2,202,288 2,141,649 60.639 2.8 

下水道事業会計 1,998,161 1,929,127 69,034 3.6 

法非適用企業 渡船事業特別会計 0 0 0 ― 

小計 Ｂ 4,200,449 4,070,776 129,673 3.2 

 

合計 Ａ＋Ｂ 6,795,822 6,262,908 532,914 8.5 

標準財政規模 Ｃ 21,609,051 21,843,829 △234,778 △1.1 
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(3) 実質公債費比率 

令和４年度決算における実質公債費比率は、次のとおりである。 

実質公債費比率は 6.2％で、前年度と比較して 0.4 ポイント改善している。これは、

令和元年度の単年度実質公債費比率が、３か年平均の比率に算入されなくなったこと

によるものである。 

（単位：％） 

区分 令和４年度 令和３年度 対前年増減値 

実質公債費比率【３か年平均】 

（Ａ+Ｂ-Ｃ-Ｄ）/（Ｅ-Ｄ） 
6.2 6.6 △0.4㌽ 

ア 算定の基礎数値・単年度実質公債費比率 

実質公債費比率の算定の基礎となる数値及び単年度の比率については、次のとお

りである。 

（単位：千円・％） 

区分 令和４年度 令和３年度 令和２年度 

元利償還金 Ａ 3,068,349 2,982,010 2,984,701 

準元利償還金 Ｂ 631,415 636,215 674,364 

特定財源 Ｃ 42,584 31,419 28,525 

元利償還金・準元利償還金に係る 
基準財政需要額算入額 

Ｄ 2,426,270 2,417,747 2,481,369 

標準財政規模 Ｅ 21,609,051 21,843,829 20,528,882 

実質公債費比率【単年度】 6.41674 6.01799 6.36748 

イ 元利償還金・準元利償還金 

元利償還金・準元利償還金の内訳は、次のとおりである。 

（単位：千円・％） 

区分 令和４年度 令和３年度 増減額 増減率 

元利償還金 3,068,349 2,982,010 86,339 2.9 

準元利償還金 631,415 636,215 △4,800 △0.8 

 

水道事業会計 43,660 43,416 244 0.6 

下水道事業会計 569,709 577,816 △8,107 △1.4 

渡船事業特別会計 7,161 2,692 4,469 166.0 

一部事務組合等 512 852 △340 △39.9 

公債費に準ずる債務負担行為額 10,373 11,439 △1,066 △9.3 

一時借入金の利子 0 0 0 ― 

合計 3,699,764 3,618,225 81,539 2.3 
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ウ 特定財源 

特定財源の内訳は、次のとおりである。 

なお、「その他」については、「消防・救急無線デジタル化事業助成金」及び「令和

３年度臨時財政対策債償還基金費の措置に伴う実質公債費比率の算定に当たり特定

財源に計上する額」である。 

（単位：千円・％） 

区分 令和４年度 令和３年度 増減額 増減率 

国や県からの利子補給 0 323 △323 皆減 

貸付金の財源として発行した地方債
に係る貸付金の元利償還金 

0 0 0 ― 

公営住宅使用料 30,039 19,932 10,107 50.7 

その他 12,545 11,164 1,381 12.4 

合計 42,584 31,419 11,165 35.5 

エ 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額の内訳については、次のと

おりである。 

（単位：千円・％） 

区分 令和４年度 令和３年度 増減額 増減率 

事業費補正により基準財政需要額に
算入された公債費 

773,715 777,926 △4,211 △0.5 

災害復旧費等に係る基準財政需要額 1,605,011 1,592,413 12,598 0.8 

密度補正により基準財政需要額に算
入された元利償還金・準元利償還金 

47,544 47,408 136 0.3 

合計 2,426,270 2,417,747 8,523 0.4 

  



 

 

- 8 - 

(4) 将来負担比率 

令和４年度決算における将来負担比率は、発生していない。これは、将来負担額に対

する充当可能な財源の額が上回ったことによるものである。 

なお、将来負担比率として算定される値は、次のとおりである。算出値は△34.6％で、

前年度と比較して 3.5 ポイント改善している。 
（単位：％） 

区分 令和４年度 令和３年度 対前年増減値 

将来負担比率 (Ａ-Ｂ)/(Ｃ-Ｄ) △34.6 △31.1 △3.5㌽ 

※将来負担比率は発生しないため、比率の算定値は「△」と負の値で表記した。 

ア 算定の基礎数値 

将来負担比率の算定の基礎となる数値については、次のとおりである。 

（単位：千円・％） 

区分 令和４年度 令和３年度 増減額 増減率 

将来負担額 Ａ 40,026,352 38,939,241 1,087,111 2.8 

充当可能な財源 

（基金・特定歳入等） 
Ｂ 46,666,469 44,993,297 1,673,172 3.7 

計 （Ａ－Ｂ） △6,640,117 △6,054,056 △586,061 9.7 

標準財政規模 Ｃ 21,609,051 21,843,829 △234,778 △1.1 

元利償還金・準元利償還金に係る

基準財政需要額算入額 
Ｄ 2,426,270 2,417,747 8,523 0.4 

計 （Ｃ－Ｄ） 19,182,781 19,426,082 △243,301 △1.3 

イ 将来負担額 

将来負担額の内訳は、次のとおりである。 

（単位：千円・％） 

区分 令和４年度 令和３年度 増減額 増減率 

地方債の現在高 30,991,600 28,981,091 2,010,509 6.9 

債務負担行為に基づく支出予定額 29,416 39,009 △9,593 △24.6 

公営企業債等繰入見込額 5,962,371 6,933,679 △971,308 △14.0 

組合等負担見込額 0 0 0 ― 

退職手当負担見込額 3,042,965 2,985,462 57,503 1.9 

合計 40,026,352 38,939,241 1,087,111 2.8 

 ウ 充当可能な財源 

充当可能な財源の内訳は、次のとおりである。 

（単位：千円・％） 

区分 令和４年度 令和３年度 増減額 増減率 

充当可能基金 18,071,869 16,216,138 1,855,731 11.4 

充当可能特定歳入 107,086 125,356 △18,270 △14.6 

基準財政需要額算入見込額 28,487,514 28,651,803 △164,289 △0.6 

合計 46,666,469 44,993,297 1,673,172 3.7 
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２ 資金不足比率 

令和４年度決算における資金不足比率の状況は、次のとおりである。 

全ての会計で資金不足額を生じていないため、比率がなく、経営健全化基準を下回っ

ている。 

資金不足比率の算定対象は、地方公営企業法の規定の全部または一部を適用する事

業及び地方財政法施行令第 46条に規定される事業である。本市において算定対象とな

る会計は、地方公営企業法の適用会計では水道事業会計及び下水道事業会計であり、法

非適用企業では渡船事業特別会計である。 

（単位：％） 

区分 令和４年度 令和３年度 対前年増減値 経営健全化基準 

水道事業会計 ― ― ― 

20.00 下水道事業会計 ― ― ― 

渡船事業特別会計 ― ― ― 

※資金不足額は生じておらず、比率は算定されないため「―」と表記した。 

【参考】資金不足比率の概要 

資金不足比率は、公営企業会計ごとの資金の不足額（資金収支の累積不足額）の事業の規模

に対する比率である。公営企業の資金不足を、公営企業の事業規模である料金収入の規模と比

較して指標化し、経営状況の深刻度を示している。 

なお、経営健全化基準とは、早期健全化基準に相当する基準である。 

 

〈算出式〉        

資金不足比率 ＝ 
資金の不足額    

事業の規模    

        

 

※資金の不足額 

〈法適用企業〉＝（控除後流動負債 A＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした地方債

の現在高 B－控除後流動資産 C）－解消可能資金不足額 D 

〈法非適用企業〉＝（繰上充用額 A＋支払繰延額･事業繰越額 B＋建設改良費等以外の経費の財源に充てる

ために起こした地方債の現在高 C）－解消可能資金不足額 D 

※事業の規模 

〈法適用企業〉＝ 営業収益の額－受託工事収益の額 

〈法非適用企業〉＝ 営業収益に相当する額－受託工事収益に相当する額 

※解消可能資金不足額については、資金不足が生じた場合に算定される。 
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(1) 法適用企業 

ア 水道事業会計 

水道事業会計では資金不足は生じていない。算定の基礎となる数値は、次のとおり

である。 

（単位：千円） 

区分 令和４年度 令和３年度 増減額 

流動負債 566,389 508,803 57,586 

 
控除企業債等 296,135 298,258 △2,123 

控除引当金等 0 0 0 

控除後流動負債 Ａ 270,254 210,545 59,709 

建設改良費等以外の経費の財源に充てる

ために起こした地方債の現在高 
Ｂ 0 0 0 

流動資産 2,472,542 2,352,194 120,348 

 控除引当金等 0 0 0 

控除後流動資産 Ｃ 2,472,542 2,352,194 120,348 

解消可能資金不足額 Ｄ    

資金不足額 △2,202,288 △2,141,649 △60,639 

事業規模 1,493,983 1,474,947 19,036 

  イ 下水道事業会計 

下水道事業会計では資金不足は生じていない。算定の基礎となる数値は、次のとお

りである。 

（単位：千円） 

区分 令和４年度 令和３年度 増減額 

流動負債 1,183,928 1,233,723 △49,795 

 
控除企業債等 1,023,519 1,059,221 △35,702 

控除引当金等 0 0 0 

控除後流動負債 Ａ 160,409 174,502 △14,093 

建設改良費等以外の経費の財源に充てる

ために起こした地方債の現在高 
Ｂ 0 0 0 

流動資産 2,158,570 2,103,629 54,941 

 控除引当金等 0 0 0 

控除後流動資産 Ｃ 2,158,570 2,103,629 54,941 

解消可能資金不足額 Ｄ    

資金不足額 △1,998,161 △1,929,127 △69,034 

事業規模 1,214,448 1,206,221 8,227 
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(2) 法非適用企業 

ア 渡船事業特別会計 

渡船事業特別会計では資金不足は生じていない。算定の基礎となる数値は、次のと

おりである。 

（単位：千円） 

区分 令和４年度 令和３年度 増減額 

繰上充用額 Ａ 0 0 0 

支払繰延額・事業繰越額 Ｂ 0 0 0 

建設改良費等以外の経費の財源に充てる

ために起こした地方債の現在高 
Ｃ 0 0 0 

解消可能資金不足額 Ｄ    

資金不足額(歳出総額－歳入総額) 0 0 0 

 
歳入総額 87,987 86,470 1,517 

歳出総額 87,987 86,470 1,517 

事業規模 15,063 14,164 899 

 


